
• ２０２３年時点で学校施設の約７６％以上が築４０年以上、５年後には約９０％以上

が築４０年以上となることから、老朽化は喫緊の課題となっている

• ２０２２年１０月に策定された「小田原市気候変動対策推進計画」により、市の脱炭

素化施策として、公共施設への再エネ導入拡大や省エネ化の推進、木質化への対応が

必要

環境・木材活用 （１）ＺＥＢ化

論点 ZEBの整備レベル

現状・課題

今後の方向性

• 改築や改修によって、学校施設の長寿命化を図る

• 脱炭素社会の実現に向け、学校施設の省エネルギー化や再生可能エネルギーの導入な

どにより、ＺＥＢ化を目指すとともに、週末や夏休み等に生じる余剰電力の地産地消

の取組みに活用する。

環境・木材活用 環境への配慮・脱炭素社会の実現
目指すZEBのレベル
省エネ・創エネの

手法・水準

1

方策 方策１ 方策２ 方策３

整備レベルのイメージ ZEB Ready Nearly ZEB ZEB

導入設備の例 省エネ
５０％以下まで削減

省エネ＋創エネ
２５％以下まで削減

省エネ＋創エネ
０％以下まで削減

メリット・デメリット ・市が取り組む最低限レ
ベル

・水光熱費を削減できる
・省エネと快適性の両立
を図ることができる

・環境配慮による社会貢
献が可能

・一般的な学校に比べて
建設費が7.5％程度増

・光熱水費を削減できる
・省エネと快適性の両立
を図ることができる

・環境配慮による社会貢
献が可能

・太陽光発電等の創エネ
システムの導入が必要

・一般的な学校に比べて
建設費が8.7％程度増

・光熱水費を削減できる
・省エネと快適性の両立
を図ることができる

・環境配慮による社会貢
献が可能

・太陽光発電等の創エネ
システムの導入が必要

・一般的な学校に比べて
建設費が10％程度増

資料1-3



環境・木材活用 （１）ＺＥＢ化

2

方策Ａの事例

ZEB Ready

省エネ ５０％以下まで削減

市が取り組む最低限のレベル

建設コストが一般的な学校に比べて
7.5％程度増

新川崎小学校

■高断熱化などによる空調負荷の低減

■教室の同時不使用を加味した換気設備の高効率化

■省エネ計算結果



環境・木材活用 （１）ＺＥＢ化

3

方策Ａの事例

Nearly ZEB
省エネ＋創エネ ２５％以下まで削減

建設コストが一般的な学校に比べ8.7％程度増

瑞浪市立北中学校



環境・木材活用 （１）ＺＥＢ化

4

方策Ａの事例

ZEB

省エネ＋創エネ ０％以下まで削減

建設コストが一般的な学校に比べ10％程度増

国内における事例が少ない

福岡女子学院高校



環境・木材活用 （１）ＺＥＢ化

5

方策の選択にあたっての考え方

１）現状での望ましい方策と、その背景・考え方（ＷＧでの議論等）

• 市は２０１９年１１月に２０５０年カーボンニュートラル（ＣＯ２排出実質ゼロ）を表
明している。

• 今後整備する学校は２０５０年にも存在する施設となるため、各学校で再生可能エネル
ギーの導入と省エネ化を最大限図り、ＣＯ２排出実質ゼロを達成する必要がある。（外
部から電力・燃料を調達する場合、現状割高な再エネ由来のものを調達する必要があ
る）

• 政府や文部科学省ではＺＥＢ Ｒｅａｄｙを基準としているが、新しい学校が整備され
るのは２０３０年より先であるため、より高い基準が求められることを想定。

• 公共施設への再生可能エネルギー導入拡大や省エネルギー化の推進を図っている。

• 建物の高気密、高断熱化を図るとともに、高効率な設備機器の導入によって５０％以上
の省エネルギー化を図る。

• 海沿いから山沿いまで多様な地域特性を持つ小田原市は、地区ごとに様々な気候特性を
持っていることから、太陽光、地中熱、自然通風、昼夜の温度差など様々な自然エネル
ギーを活用し、さらなる施設の省エネルギー化を図る。

• 市では先進的な再生可能エネルギーの地産地消の取組みを推進していることから、太陽
光発電等のポテンシャル最大導入を図り、７５％以上の省エネルギー化とあわせて余剰
電力の地域への供給、非常時の緊急電源の供給を目指す。

５０％以上の省エネを達成するとともに、再生可能エネルギーを積極的に導入し、
７５％以上の省エネ「Ｎｅａｒｌｙ ＺＥＢ」を目標とする

２）改築の場合

• ５０％以上の省エネを達成するとともに、太陽光発電等の再生可能エネルギーの積極的
な導入により、７５％以上の省エネルギー化を目指す。

• 将来的に再生可能エネルギーのさらなる導入等により、１００％の省エネ「ＺＥＢ」の
達成を視野に入れて計画することが望ましい。

３）改修の場合

• 外壁や開口部の高気密、高断熱化を図るとともに、高効率な設備機器への更新や太陽光
発電等の再生可能エネルギーの積極的な導入により、５０％以上の省エネルギー化を目
指す。

４）管理運営面の対応

• ＺＥＢ化の推進により使用エネルギーを削減できることから、維持管理費を縮減するこ
とが可能である。ＺＥＢ化に伴う建設費の増加と維持管理費の削減のコストバランスを
試算し、地区状況や予算に応じた計画とすることが大切である。

５）補助金・交付金の活用可能性

• エコスクールプラスなど



・２０２３年時点で学校施設の約７６％以上が築４０年以上、５年後には約９０％以上

が築４０年以上となることから、老朽化は喫緊の課題となっている

・２０２２年１０月に策定された「小田原市気候変動対策推進計画」により、市の脱炭素

化施策として、公共施設への再エネ導入拡大や省エネ化の推進、木質化への対応が必要

・小田原市では「小田原市建築物等における木材利用促進に関する方針」や「学校木の空

間づくり事業」などを通して学校の木質化に積極的に取り組んでいる

環境・木材活用 （２）木質化・木造化

論点 木質化・木造の整備レベル

現状・課題

今後の方向性

・改築や改修によって、学校施設の長寿命化を図る

・脱炭素社会の実現に向け、学校施設の省エネルギー化や再生可能エネルギーの導入など

により、ＺＥＢ化を目指す

・炭素貯蔵とともに、子供たちの落ち着きや集中力を高める効果の高い木質化を図る

・地域産木材を活用した木質化・木造化を推進する

環境・木材活用 環境への配慮・脱炭素社会の実現
木造を目指すのか
木質化のレベル

6

方策 方策１ 方策２ 方策３

整備レベルのイメージ 内装木質化 内装木質化
＋ 一部木造化

内装木質化
＋ 木造化

導入設備の例 学校全体を木質化し、地
域産木材で温かみのある
室内環境を作る

１に加え、体育館屋根の
木造化など、木造を部分
的に取り入れる

学校全体を木質化・木造
化し、地域産木材で地域
の学校を作る

メリット・デメリット 市が取り組む最低限のレ
ベル

一部木造化の範囲による
が、コストが１に比べ３
～４％程度増

木造化のための法規制の
整理が必要、コストが１
に比べ１０％程度増

内装木質化

校舎木質・木造化

体育館木質・木造化

体育館屋根木造化内装木質化

改築改築 改築改修 改修



環境・木材活用 （２）木質化・木造化

7

方策Ａの事例

内装木質化

・学校全体を木質化し、地域産木材で温かみのある室内環境を作る

改築

木質化された空間

一部外壁を木質化し自然な外観 木質化された本棚

瀬戸市立にじの丘学園



環境・木材活用 （２）木質化・木造化

8

方策Ｂの事例

・外壁や体育館屋根の木造化など、木造を部分的に取り入れる

・一部木造化の範囲によるが、コストは３～４％程度増

流山市立おおぐろの森中学校

内装木質化
＋

一部木造化

改築 改修

木質化された空間

屋根は木造、柱はＲＣのように一部木造



環境・木材活用 （２）木質化・木造化

9

方策Ｃの事例

・学校全体を木質化・木造化し、地域産木材で地域の学校を作る
・木造化のための法規制の整理が必要、コストは１０％程度増

松田町立松田小学校

内装木質化
＋

木造化

改築 改修

木造化された校舎・空間 木造化された体育館

木質・木造化された校舎 木質木造化された学習環境

松田町立松田小学校



環境・木材活用 （２）木質化・木造化

10

方策の選択にあたっての考え方

１）現状での望ましい方策と、その背景・考え方（ＷＧでの議論等）

• 市では「小田原市建築物等における木材利用促進に関する方針」や「学校木の空間づく
り事業」などを通して学校の木質化に積極的に取り組んでいる。

• 市の方針を踏まえ、子供たちの落ち着きや集中力を高める効果の高い内装木質化を図る
とともに、地域産木材を活用した木質化・木造化を推進する。

• 児童、生徒が落ち着いて学校生活を過ごすために、学校施設内の内装について、可能な
限り木質化を図る。

• 市内では年間３，０００㎥程度の地域産木材が流通している。内装木質化は供給量的に
は地域産木材で対応可能。改築で１０，０００㎡程度の規模の学校を全て木造化する場
合、地域産木材では供給量が不足している上、学校建設に必要な分の大量の木を切るの
は現実的ではない。ＪＡＳ認定工場が県内に１か所しかないため、県産材に選択肢を広
げても地域産木材のみでの学校の完全木造化は難しい。

• 地域産木材を活用して室内の木質化を図ることを基本とし、市内の木材調達環境を踏ま
え、市民利用が多い場所などを中心に、一部の木造化を検討する。

地域産木材を活用して室内の木質化を図るとともに、
市民利用が多い場所などを中心に、一部木造化を図る。

２）改築の場合

• 地域産木材を活用し、可能な限り室内の木質化を図る。床の木質化は維持管理面を十分
に検討した上で、採用を検討する。

• 市民利用の多い地域開放スペースや体育館、校舎の昇降口など、子供たちだけでなく地
域の人々も目にする場所において、木造化することを検討する。

３）改修の場合

• 地域産木材を活用し、可能な限り室内の木質化を図る。床の木質化は維持管理面を十分
に検討した上で、採用を検討する。

４）管理運営面の対応

• 内装木質化においては木材の性質に応じた採用部位の検討など、適切な木の使い方を検
討する。内装に使用した木材は時間が経過しても美観を維持しやすいが、予算に応じて
定期的なメンテナンスの導入を検討する。

５）補助金・交付金の活用可能性

• 森林環境譲与税、木造公共建築物等の整備に係る交付金、公立学校施設整備負担金など


